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１．環境都市への変革
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環境都市への変革

直接
埋立
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焼却 溶融ごみ処理
セメント
利用

埋立 焼却
消化ガス

発電
下水処理

（汚泥処理）
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燃料化

石油
石炭

ＬＮＧ
コンバイ
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１９８０年代 １９９０年代 ２０００年代

環境都市への変革
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ごみ処理

下水処理
（汚泥処理）

発電

灰セメント利用直接溶融・灰溶融

埋立から焼却へ

高効率化発電施設の増加

石油からＬＮＧへ

ＬＮＧコンバインド

再生可能エネ

建設資材利用

燃料化

直接埋立から焼却へ

消化ガス発電

エネルギー供給比率

石油

石炭

天然ガス

原子力

水力

再生可能

化石燃料
依存 大

高効率化による
燃料使用量削減

再生可能エネルギー
活用促進

エネルギー利用方法変革
蓄電
次世代自動車
スマートグリッド

50％

100％
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'90年度 '00 '09

電源別発電電力量比率

資源エネルギー庁「エネルギー需給実績」を基に作成

火力発電の高効率化

効
率
（
％
）

６０

５５

５０

４５

1100℃級コンバインド（CC)

'９０ '９５ '００ '０５ '１０

1300℃級コンバインド（ACC)

1500℃級コンバインド（MACC)
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４７．２％

５４．１％
５５．３％

５９％

６５

川崎火力

'８５年度

東京電力ＬＮＧ火力発電の効率推移

東京電力HP資料を基に作成



ピストン・
連接棒

ガス制御弁

燃料ポンプ

燃料弁 ガス供給管

ガスエンジンコジェネ ディーゼルエンジン
デュアルフューエル（DF）化

・発電効率41％以上
・エネルギー効率80％以上
・空冷ラジエタ装備で補給水不要
⇒低ランニングコスト

ＡＰＧ１０００（1MW級）

ディーゼル・モード 油燃料：１００％
ガス・モード ガス燃料：約９８～９５％

油燃料：約２～５％（点火用）

燃料フレキシビリティ

DF化改造箇所

分散型発電システム

0 2 5 10
(MW)

ガス

ディーゼル

デュアル
フューエル

(エンジンタイプ)

・供給安定性/クリーンエネルギー ⇒天然ガス利用促進

・震災対策 ⇒電源分散化、非常用電源設備
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コンクリート骨材コンクリート骨材
道路用材料道路用材料

などなど

発 電

メタルメタルスラグスラグ

ＲＤＦ

焼却灰

医療系廃棄物

飛灰飛灰主灰主灰

ストーカ炉

高温ガス化
直接溶融炉

都市ごみ

リサイクルリサイクル

廃熱回収

廃棄物による発電技術
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最終処分場最終処分場

埋立量の最小化埋立量の最小化

広島県内
の９市町

R
D
F

参画
自治体

発電設備概要

RDF処理能力 : 314 t-RDF/日
発電効率 ： 28.1％
発電出力 ： 20,000kW

約1,500世帯分の電力消費量

福山ＲＤＦ発電事業の例
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ＲＤＦの
製造

福山リサイクル発電
株式会社

福山市

府中市

大竹市

廿日市市

尾道市

三原市

庄原市

世羅町

神石高原町

可
燃
ご
み

受入れた
可燃ごみ
からＲＤＦ
を製造

７施設

消化ガス 電 力

水処理施設 放流

消化ガス発電

ガスエンジン

濃縮槽

消化槽

焼却炉

脱水機 灰
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廃熱

表面固化乾燥機
"カリット"

消化ガス

脱水汚泥 乾燥燃料

セメント・製紙工場等

燃料利用

水処理施設 放流

消化ガス発電

ガスエンジン

濃縮槽

消化槽

焼却炉

⇒固形燃料化へ

脱水機 灰

電 力
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乾燥燃料

表面固化乾燥処理技術
⇒臭気低減・ハンドリング向上

表面固化汚泥 成型 仕上乾燥

下水汚泥固形燃料化

乾燥燃料

カリット
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■厨芥ごみ

■都市ごみ

消化槽

ガスホルダ

蒸気タービン発電機

ごみ処理プラント

■下水

都市ごみと下水の複合処理

タービン復水器

廃熱

蒸気

処理水
温水

汚泥

消化汚泥

水処理プラント

バイオガス
家庭

事業者

汚泥乾燥機

燃料
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２．再生可能エネルギーへの取組
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再生可能エネルギーへの取組み

17

【【発電効率発電効率】】 定置型定置型1212％％ 追尾型追尾型1414％％

１０ＭＷ（山梨県）

３６ＫＷ（大阪府）

２００ＫＷ（東京都）

５０ＫＷ

追尾型

６ＫＷ

定置型

自社構内

太陽光発電の実績例
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20％超10～20％弱 40％超 60％超

20302020201020071993

260円/kWh

発電コスト

30円/kWh 23円/kWh 14円/kWh 7円/kWh

経済産業省、NEDO、AIST資料を基に作成

太陽電池の技術革新

変換効率

生
産
効
率

材
料
・
プ
ロ
セ
ス
イ
ノ
ベ
ー
シ
ョ
ン

高効率化のイノベーション

多結晶Ｓｉ

単結晶Ｓｉ

膜Ｓｉ

有機薄膜

色素増感

ＣＩＳ薄膜

ﾌﾚｷｼﾌﾞﾙ
薄膜Ｓｉ

薄膜

＜方向性＞
薄膜・高効率

＋
非シリコン・新原理

競争原理
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スターリング
エンジン

リニアフレネル

パラボラトラフ タワー
凝縮器

蒸気タービン

発電機

集光ミラー

集熱管

集光ミラー

ヘリオスタット

集熱管

凝縮器

蒸気タービン

発電機

凝縮器

タワー/
レシーバ

蒸気タービン

発電機

ディッシュ

集光ミラー
直流交流
変換器

自社技術

太陽熱発電技術
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タワー集光型太陽光発電（ＣＰＶ※）システム

ＪＦＥエンジニアリング構内にて実証試験中
集光倍率７００倍
発電効率２０～２５％（従来型の太陽光発電の２倍）

※ CPV：Concentrating Photo Voltaic
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１位

インドネシアインドネシア

アメリカアメリカ
日本日本

フィリピンフィリピン
メキシコメキシコ

アイスランドアイスランド

ニュージーランドニュージーランド

イタリアイタリア

地熱資源量（万ｋｗ）

地熱利用量（万ｋｗ）

３位
２位

2,780
2,300

53

230
191

600

79

２.６％
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2,050

地熱エネルギーのポテンシャル

森 (1982)

松川 (1966)

大沼 (1974)

澄川 (1995)

葛根田 (1978)

葛根田２ (1996)

上の岱 (1994)

鬼首 (1975)

柳津西山 (1995)

九重 (1998)

大岳 (1967)

滝上 (1996)

杉乃井 (1981)

八丁原 (1977)
八丁原２ (1990)

大霧 (1996)

山川 (1995)

八丈島(1999)

霧島 (2006)

八丁原バイナリー(2006)

岳の湯 (1991)

地熱発電の実績例
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森 (北海道 1982)山川 (鹿児島 1995)

滝上(大分 1996)

■日本初の地熱発電所（松川, 1966年)に参画
■国内実績：１８ヶ所中９ヶ所
■海外実績：２ヶ国（ケニア・インドネシア）

50 超

20～50

5～20

5 未満

出力(単位 MW)

JFEが参画

地熱バイナリー発電
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（200℃程度）

（100℃程度）



NOｘ低減：
低温燃焼（800～950℃）
二段燃焼
高温チャーによる還元

SOx低減
石灰石の添加で炉内脱硫

岩国ウッドパワー殿
（木質ﾊﾞｲｵﾏｽ）

幅広い燃料適合性幅広い燃料適合性

環境に配慮した環境に配慮した低公害性低公害性

多様な燃料に適合でき高効率な発電が可能

紀州製紙殿
（廃プラ、木屑、石炭）

石炭、ｵｲﾙｺｰｸｽ、廃棄物、汚泥、
木くず、廃プラ、廃タイヤ 等

バイオマスボイラ発電

高い燃焼効率高い燃焼効率
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発電効率 ３０％

地中熱

鋼管杭

地中熱交換器

1
00

冷風

冷房時

圧縮機

凝縮器

地中熱空調システム
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つばさ杭

30

20

10

0
夏季 冬期

地中温

温度
(℃) 外気温

約16℃

外気の影響が少なく、
年間一定

温度差を利用

夜間電力利用可

蓄電電力による

電力のピークカット ～ＥＶ充電器活用～

風力発電 太陽光発電

蓄電池を搭載

低圧受電

AM PM

定常負荷、非常用の電源利用

照明 冷蔵庫空調 電子レンジ 非常用

3 15 30
充電時間（分）

50

80
充
電
率
（％
）

超急速

急速

8

需要電力のコントロール

非常用電源利用
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スマートグリッドへの展開

分散電源 太陽光発電、ガスエンジンコージェネシステム
平準化 蓄電池、電気自動車急速充電器（電池付）
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火力発電

水力発電

風力発電

太陽光・熱発電

工場

蓄電ｽﾃｰｼｮﾝ

ｽﾏｰﾄ
ﾒｰﾀ

EV用充電器 電気自動車

スマートハウス
（ＰＶ＆蓄電池）

スマートビル
（ｶﾞｽｴﾝｼﾞﾝｺｰｼﾞｪﾈ）

廃棄物発電

送配電網
電気の流れ
ＩＴによる制御



３．リサイクルへの取組
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リサイクル

家電リサイクル自動車破砕残渣（ASR）リサイクル

ペットボトルリサイクル

容器包装プラスチックリサイクル
（一般廃棄物）

蛍光管リサイクル

再生ペット
フレーク

Ｊ
Ｆ
Ｅ
の
事
業
範
囲

プラスチック製品にリサイクル

プラスチックベール ボトル系

蛍光灯

ガラス アルミ・
プラスチック

蛍光粉 水銀

再生プラ粒

ＪＦＥの事業範囲

解体業者・壊砕業者

ミックスメタル

鉄

固形燃料（RPF）

破砕残渣（ASR）

物
理
分
別

テレビ エアコン 洗濯機 冷蔵庫

鉄 ガラス
カレット

ミックスメタル
（銅、アルミ）

プラスチック

コンクリート
型枠パネル

選挙用ポスター
掲示板

パレット

ペットボトルベールペットボトル

卵パック

衣類ネクタイ

風呂敷

製鉄原料としてリサイクル
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小売業者 指定引取場所 リサイクル事業者

リサイクル品

JFE事業範囲

製鉄所

全てリサイクル

高炉 製鋼

消費者
（費用負担）

家電リサイクル①
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鉄

非鉄

希少金属

プラスチック

有価物回収分解 破砕 選別

ＴＶ

エアコン

冷蔵庫

洗濯機

廃家電

家電リサイクル②

32



33

蛍光灯リサイクル

口金カット・ブロー

蛍光粉分離

蛍光粉蛍光粉

ガラスガラス

有価物回収

蛍光粉

水銀

ガラス

水銀除去

酸洗浄・乾燥

水銀蒸留回収

33

焼却灰セメント資源化

前処理
乾燥

金属選別
破砕
粉砕

焼成 粉砕

鉄・アルミ類回収

建築物（鉄筋コンクリート）

舗装路

インターロッキングブロック

清掃工場

最終処分場
焼却灰

セメント

セメント工場
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４．環境都市づくり

35
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１９６０年代の臨海部１９７０年代の臨海部

京浜臨海部の過去と現在

１. 健康被害の特定

２. 大気汚染観測体制の整備

３. 科学的根拠に基づいた法律・条例制定

４. 自治体と企業が一体となった公害対策

→この過程で環境技術が蓄積・高度化

現在の臨海部

川崎市大気中のSOx濃度推移

36



京浜臨海部における製鉄所の新生

法律

都市部の工場立地を

制限する法律の制定

製鉄所

京浜臨海部からの移転促進

都市型製鉄所として新生し
京浜地区にて操業を継続

環境技術の駆使
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エコタウン制度

川崎エコタウン

環境産業振興および循環型社会構築（1997年～）

第一号認定

自治体による地域資源循環計画策定および国による認定

先進性・事業性を有する施設に対する建設費補助

38

川崎エコタウン概要

横羽線

東海道本線

多摩川

川崎市横浜市

鶴見川 川崎駅

産業道路

鶴見駅

川崎臨海地区（２８００ｈａ）を構成する
企業が主体となって、環境と産業活動
が調和した持続可能な社会をめざす。

●

東扇島扇島
（京浜製鉄所）

高速湾岸線

川崎エコタウン
認定エリア

（９７年にエリア承認）

JFEのリサイクル拠点

高炉
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川崎エコタウン概要

40

製鉄所からの電力供給

下水処理場の処理後水
の活用

１．エコタウン地域面積：２，８００ｈａ
２．従業者数：約３万人
３．主要工場：約７０工場
４．リサイクル工場：約１５工場

ＪＦＥ環境リサイクルゾーンＪＦＥ環境リサイクルゾーン
（ＪＦＥスチール東日本製鉄所（ＪＦＥスチール東日本製鉄所 京浜地区）京浜地区）

川崎エコタウン概要



石油・化学

工業団地

食品

鉄鋼

セメント

ガラス

環境産業

エネルギー

繊維
電子
機器 製缶

京浜臨海部の資源・エネルギーネットワーク

汚泥
製品

炭酸ガス

製品

テレビモニター

磨砂

廃プラ

オフガス

廃プラ高炉
スラグ

石炭灰

蛍光灯

廃家電

廃自動車

鋳物砂

ガラス

鉄・アルミ

電力

ガス

残土

焼却灰

炭酸ガス

鉄・アルミ 肥料

汚泥

古紙

再生紙

ガラス

ベット
コークス

廃プラ

廃プラ
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ブリスベンブリスベン

日本人留学生 約１万人教 育 ：

輸出品： 石炭（日本向け ４０％）

牛肉（日本向け ５０％）

観 光 ： 日本人観光客 ３０万人/年

グレートバリアリーフ

ゴールドコースト

環境都市 ～オーストラリアの例～
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７７..５億㎥５億㎥７７..５億㎥５億㎥

４２０万人４２０万人

２０３０年２０３０年

４２０万人４２０万人

２０３０年２０３０年

５億㎥５億㎥

年
間
水
需
要

２８０万人２８０万人

２００８年２００８年

２８０万人２８０万人

２００８年２００８年

人口人口人口人口

節水対策

新たな水供給１億㎥１億㎥

１１..５億㎥５億㎥

南東クイーンズランドにおける水事情
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太
平
洋

太
平
洋

ブリスベンブリスベン

ダム（既設）ダム（既設）

ダム（計画）ダム（計画）

新たな供給システム新たな供給システム

海洋環境の

悪化懸念

海洋環境の

悪化懸念

雨水を活用した
“分散型

水供給システム”

雨水を活用した
“分散型

水供給システム”

建設適地

の不足

建設適地

の不足

提案提案

石炭火力石炭火力

海水淡水化海水淡水化

南東クイーンズランドにおける水事情

44



下水貯留タンク 膜ろ過 紫外線消毒

膜処理

ダム・浄水場

再生水飲料水
雨水

太陽光発電

送水パイプライン

下水

従来システム

分散型水供給システム

供給
エリア

排水

分散型水供給システム

45

生活排水

トイレ排水 下水

膜処理

散水・
トイレ洗浄水雨水

飲料水

膜ろ過貯留タンク 紫外線消毒

水道使用量：
４０％以上削減

電力使用量：
５０％以上削減

排 水 の 再 利 用

雨 水 の 利 用

太 陽 光 発 電 の 採 用

システムの特徴と省エネ・省水効果

46

適用場所

雨水収集エリア

プラント建設地

住宅設置の雨水貯留槽

公園での再生水利用 47

環境都市 オーストラリア スプリングフィールド

48



環境都市

49

集光型太陽熱発電

ネオホワイト空調

住宅群

雨水 飲料水

分散型水供給

リサイクル
立体自動倉庫

太陽光発電

3分急速充電ステーション

リニアフレネル型
太陽熱発電

地熱発電

製紙工場

バイオマス原料
廃棄物、RDF、RPF

下水汚泥処理

汚泥消化ガス発電

汚泥燃料

火力発電所

地中熱空調

ＷtoＥ

ＲＤＦ発電所

メガソーラー発電

ＣＦＢボイラ
発電

49

環境都市 ～中国の例～

曹妃甸エコ工業パーク

北京まで220km、天津まで120kmの経済圏内
総敷地面積 60m2

50

環境都市 ～中国の例～

曹妃甸ニュータウン

工業パークの生産と生活をセット化

７種の技術指標を制定
都市機能、グリーン建設、交通ネットワーク
ごみ処理と利用、新エネルギーの開発と利用
水処理と利用、景観と公共スペース

51

環境都市 ～中国の例～

省エネ・環境保護パーク

52



53
53 5454

55
55

CFBボイラ

製鉄所

ASR 

家電

ペットボトル

プラ

蛍光灯

鉄屑・プラスチック

フレーク繊維製造

住宅区
ごみ焼却炉

生活排水

電力

電力

電力

焼却灰

電力

一般廃棄物

リサイクル施設

工場群

事務所

スラグ

産業廃棄物

処理水

排水

セメント工場 廃熱回収ボイラ

灰

非鉄金属

市中へ

製紙工場

再生燃料､
紙類

金属

汚泥

消化ガス発電

環境都市の社会インフラを創る

･古紙

56



～地球環境を支え、くらしの礎をつくる～～地球環境を支え、くらしの礎をつくる～

要素技術力

ｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞ力

全
て
の
活
動
が
地
球
環
境
の
た
め
に
・・・

全
て
の
活
動
が
地
球
環
境
の
た
め
に
・・・

もともと
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ごみ処理の変遷

59

H21H18H15H12H9H6H3H元

1

2

3

4

5

ご
み
処
理
量

（
千
万
ｔ
／
年
）

リ
サ
イ
ク
ル
率
（
％
）

5

10

15

20

焼却
ガス化溶融・改質
資源化
直接埋立

灰セメント利用直接溶融または灰溶融増加

発生抑制リサイクル率の向上

直接埋立てから焼却へ

高効率化発電施設の増加

発
電
容
量

（
Ｇ
Ｗ
）1

2

0.5

1.5

下水処理の変遷
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